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巻頭対談 創造性を生み出すワークスタイルを求めて 

-人生を豊かにするワークライフバランスを実現するために -  

   倉重英樹    BPIA 会長/RHJ インターナショナル・ジャパン代表取締役会長 

株式会社シグマクシス 代表取締役 ＣＥＯ 

   寺山正一氏  日経ビジネス編集長 

 

成果の評価項目は売上や利益ではない  

寺山 一見、対極的な言葉として捉えられている成果主義とワーク･ライフ･バランス

（WLB）ですが、これら双方の共通の土台となるのがホワイトカラーの生産性をどう捉えて

いるかなんです。ホワイトカラーの生産性を日本の企業は数字として把握してきていない

のではないでしょうか。だから、成果主義や WLB を論ずるときも印象論になってしまうの

ではないでしょうか。  

倉重 そうだと思います。成果主義はプロ野球の世界が参考になります。プロ野球の場

合は組織と個人の業績をきちんと分けて捉え、成果を考えているんです。組織の業績は

勝率に基づいた順位です。一方、個人の業績は野手だと打率や打点、ホームラン本数、

ピッチャーだと勝率やら防御率。そしてそれらの個人の業績がチームの業績にどれだけ

貢献したかの貢献度。企業の場合、組織の業績は顧客満足度や品質、売上、利益です。

一方、プロ野球で言う打率や打点、ホームラン本数に匹敵する個人の業績は、個人能力

です。そしてプロ野球同様、個人能力を向上したことが組織の業績にどれだけ貢献した

かという視点でみればいいんです。  
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寺山 なるほど。企業の場合は、成果主義の成果を売上や利益などを見ていることがほ

とんどですね。組織に対する業績項目を個人に採用しているから、混乱しているんでしょ

うね。  

倉重 「あなたはどんなプロジェクトをマネジメントしたか」「どんなシステムを設計したか」

「どんなビジネスプロセスをリエンジニアリングしたか」、このような点で評価していけばい

いと思います。そして個人能力を上げたら、名目上の給料は上がるが、支払いはその人

の貢献度と、その人が属している組織の業績を勘案して支払うという風にすれば良いの

です。  

寺山 これまでの日本の企業は、何事にも組織優先で考えていたように思います。例え

ば年次主義も個人を年次という記号の中に落とし込み、案配するためのものでしたから。

それを見直すために成果主義を導入したのですが、個人の打率だけ見るようなあまりに

も行き過ぎた成果主義にいってしまった。今、多くの企業が WLB といっているのは、その

揺り戻しなのかもしれません。  

倉重 階層型組織の採用も、組織優先を後押ししました。主たる情報メディアが紙で、主

たる通信手段が Face to Face（F2F）の場合、各機能間をコラボレーションさせるには階

層型組織は有効でした。しかしこの場合、上からの指示でみんなが動く。だからどうしても

組織優先の考え方になってしまうのです。一方、現在の主たる情報手段は紙ではなく複

合情報メディアで、主たる通信手段はインターネットです。このような時代になると、機能

間のコラボレーションにはネットワーク型組織のほうがより効果的です。いろいろな能力を

もった人が集まり、コラボレーションして、価値創造していくという働き方ができます。P.F.ド

ラッガーがいうプロフェッショナルな働き手が増える環境になる。階層型の組織にこだわ

る理由はないことを、意外に理解していない経営者も多いのです。  

同質の人材だけでは創造性は生まれない  

寺山 組織の上にいる人たちだけでなく、今の若い人たちの価値観も、意外に保守的で

すからね。  

倉重 同じような考え方、能力を持った人が集まっているのも問題です。確かに効率を求

めるのなら、同質の人が集まった組織のほうがいい。だけど、同質な人が集まっていると

ころには創造性は生まれにくいからです。創造性は異質の融合から生まれるんです。今

の時代、競争力を維持するのは効率化ではなく、創造性なのですから。  

寺山 準日本的な組織に聞くと、「異質が大事。だからいろんな人を採用しています」と言

います。でもやっぱり同じように染まっていくんですよね。それはなぜでしょう。  

倉重 日本が農耕民族であることがその一因だと思います。農耕民族はみんなが同じこ

とができるようにならなければなりません。田植えや、草取り、稲刈り、脱穀という仕事を、

みんなで共に携わるのです。だから朝何時に集まって何時まで働くというスタイルになり

ます。それに対して狩猟民族は、それぞれ自分の出番があるんです。罠をかける人もい
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れば、動物追いかける人もいる。その役割が回ってきたときが自分の出番で、役割が終

わるとフリーになります。この働き方そこは大きな違いだと思います。罠かける人と動物を

追い込む人とでは、要求されるスキルが全然、違います。それぞれの仕事は誰もができ

るわけではありません。だから専門家ができるという社会がスムーズに確立できたと思う

のです。専門家が必要なかった農耕民族だから、組織においても同質性が求められてし

まったんだと思います。 

 もう一つの要因は、終身雇用制。終身雇用制は会社を家族化するような仕組みなんで

す。人口が増えるのは家族の場合は子供が生まれたときで、会社の場合は新人を採用

したときです。人口が減るのは、家族の場合は死んだときで、会社の場合は定年退職し

たとき。その間は親父は親父だし、兄貴は兄貴という存在は変わりません。また家族は娘

を嫁に出したり、嫁を迎えたりなど結婚はさせますが、家族同士がどんなに親しくなっても

一つになることはありません。だから日本の企業は業務提携やジョイントベンチャーは好

きですが、M&A は嫌いなんだと思うのです。終身雇用制、つまり家族の中で異質な存在

がいると、やはり嫌だと思うのです。だからそういう存在がいると出る杭をたたいたり、欠

点直したりして、同質化を招いたんだと思います。  

寺山 終身雇用制が崩れたことで、多くの会社がダイバシティに取り組めるようになったと

いうこともあるんでしょうね。でも多くの日本企業の場合、ダイバシティというと女性を対象

としたものになっていますが、これからは外国人の対策も重要になると思うのです。  

倉重 本当のグローバル戦略を立てるには、やはり外国人がいないと分かりませんから

ね。日本人だけの働き場所と考えてはいけないんです。 

 米ゴールドマンサックス社の東京のオフィスであるゴールドマン･サックス証券には 49 カ

国の人が働いているといいます。同社足助会長に言わせると、このように様々な文化を

持つ人びとが働いていないと、日本の組織はグローバル化しないよと言うんですよね。私

が以前、代表を務めていたプライスウォーターハウスクーパースコンサルタント（PwCC）

でも、いろいろな国の人を意識的に採用し、結果 29 カ国にわたる外国人が働いていまし

た。すると、日本の常識について日常的に質問が来るんです。  

寺山 例えばどのようなことを質問されていたのでしょうか。  

倉重 売上代金の回収サイトの場合、日本では 90 日が一般的ですが、彼らにしたら「そ

れは長すぎる。45 日で十分じゃないか」というのです。日本人だけの組織だと、世間が 90

日となっているのだから、これ以上縮めようという発想なんて沸いてこないじゃないです

か。  

寺山 先日、世界銀行の人事を担当している副総裁と話をする機会がありました。世界

銀行では現在、80 カ国以上の人を採用しているそうです。採用基準も変化しており、国境

を越えた交流と調整ができるかどうかを重視するようになったといいます。  

 

 



 7

プロジェクト型採用で生産性を向上させる  

倉重 もう一つ、ホワイトカラーの生産性を上げるための考えなければならないことがあり

ます。それが仕事のプロジェクト化です。工場はベルトコンベアを流れる仕組みをセルと

いう方式に代えて需給のバランスを採り、余分な在庫を持たないようにして工場の全体の

生産性を上げていきました。これと同じで、企業活動のバリューチェーンは大きなベルトコ

ンベアとして捉えることができると思います。一方ホワイトカラーの組織は冒頭でも話した

とおり、階層型を採用しているので、プロセスがA部門からB部門、B部門からC部門へ

ベルトコンベアが進んでいくたびに、その間でネゴシエーションが必要になる。だから効率

が上がらないんです。ホワイトカラーの生産性向上について語る一方で、この構造を一向

に変えることをしていないんです。工場がセル化したように、バリューチェーンのベルトコ

ンベアもセル化すればいいのです。セル方式、つまりプロジェクト型を採用することなんで

す。プロジェクトチームこそネットワーク型組織の典型ですから。仕事とは結局はお客様を

満足させる活動といえると思います。  

寺山 階層型組織の会社が、プロジェクト型がいいということだけで何の改革もなく取り入

れてしまうと、危険ですね。プロジェクトリーダーが部門間の交渉をやらなければならなく

なってしまい、「プロジェクトリーダー＝稟議を回す根回し役」になりかねません。  

倉重 余談ですが、それを防ぐためにも私はプロジェクトオーナーを置くことを提唱してい

ます。プロジェクトオーナーとは、プロジェクトのメリットを受ける人であり、最終評価者で

す。プロジェクトは進んでいくと、トレードオフが出てくるものです。オーナーがいれば、トレ

ードオフが出てもプロジェクトリーダーは意思決定が仰げる。日本企業には、プロジェクト

オーナーがいないところが一杯あるんですよ。  

寺山 確かにいませんね。  

倉重 だからリーダーは行き場がなくなるんですよ。誰に相談したらいいか分からない。

だから問題が起きると「なぜ、起きたのか」を分析し、対策まで考えてから報告しようとす

る。まれに報告までに半年かかることもある。当たり前のことですが、経営者からすると、

問題が起きたときにその場で言ってくれたほうがいいんです。止めるかコストかけても続

けるか、その場で判断できるのですから。  

寺山 プロジェクトオーナーは面白い仕事ですよね。社内でありながら、小さいながらも組

織のトップとして経営の仕事ができるのですから。プロジェクト型で仕事をすることになる

と、経営陣の人数は今より減るかもしれませんね。  

倉重 少なくなるというより、経営陣がプロジェクトオーナーになればいいのではないでし

ょうか。そうすれば、ホワイトカラーの生産性は上がると思う。今の日本の組織のままでは、

どんなことをやっても生産性は上がらないと思いますね。  

寺山 それをブレークスルーのも、ダイバシティということですね。いろんな考えを持つ人

間を集めて、その能力を発揮させられるのがプロジェクト型組織ということですね。だから

ホワイトカラーの生産性が上がる。  
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倉重 長期的に見ればそうだと思います。ダイバシティの取り入れると、最初のうちは少し

混乱するかもしれません。というのも先にも話しましたが、日本はこれまでユニフォーミテ

ィマネジメントだったからです。異質を嫌い、一つの理想に向かってみんなが一丸となって

努力していく、そういう画一性マネジメントを実践してきたのです。ダイバシティマネジメン

トを取り入れるということは、画一性の中に閉じ込めていた社員を解放することなんです。

出る杭は打つのではなく、強いところを伸ばしたり、言いたいところが言えたり、目標が選

べたりという環境に解放してあげるんです。そうすることで創造性も向上します。  

寺山 そのためにも制度的なところも整備しないといけないですね。  

倉重 そうです。生産性向上に関与する要素の第一は、先にも述べたように能率や効率

を上げることです。もう一つは創造力の向上。前者の手段には TQC や ABC、シェア・ド・

サービスセンター、ERP、アウトソーシングなどがあります。後者の手段にはコラボレーシ

ョンや情報武装、ナレッジマネジメントなどがあります。両方必要ですが、これからは後者

の向上に焦点が当たりつつあると考えています。 

 でもこんな面白い例もあります。モダンデザイン家具の世界的メーカーである米ハーマ

ンミラー社では、人事とシステムとファシリティを担当するチーフ・アドミニストレーション・

オフィサー（CAO）という役職を設けています。CAO を設けている理由は、ベストな人材を

採用するためだというのです。  

寺山 人事とシステムとファシリティを一人で担当するのは面白いですよね。  

倉重 求職者が企業を選択する際の流れに沿うと、そういう職種が必要になるという考え

からです。面接などで会社を訪れたとき、まず求職者は、建物をチェックします。だから建

物が求職者の目に魅力的に映るようにしなければなりません。そして次に求職者がチェッ

クするのは、人事の人柄です。これも建物同様、魅力的でなければなりません。そして最

後は、システムのサポートがしっかりしているか。この 3 つを求職者がチェックするからだ

そうです。  

寺山 ハーマンミラー社の 3 つのインフラを一人が統括してマネジメントすることが一番い

いという考えなんですね。  

倉重 各企業が競争力をもって世界で生きていくために、どうすればいいのかを考えてい

けば、日本全体も変わっていくと思います。  

ダイバシティで社員の意識構造も変革させる  

寺山 組織の側が変わることも重要ですが、社員一人ひとりの意識構造を変えて行かな

いと、いくら環境は用意されてもうまくいきませんよね。  

倉重 個人の意識構造の改革は、すごく大事なことだと思います。こういう個人の目覚め

があって初めて WLB を考えることができるのではないでしょうか。野球選手同様私たちも

「仕事をする時間」だけでなく、「休息する時間」「トレーニングする時間」が必要です。野球
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選手はこれらを月単位でスケジューリングできるが、私たちは日単位もしくは時間の単位

でしかできないんです。単位が細かくなればなるほど、メリハリがなくなってしまう。だから、

個人ももっと自分の人生を豊かにすることに本気で取り組むべきでなんです。  

寺山 そこは手をわざわざ組織が下してそうしなさいともいえないですからね。  

倉重 個人が自分のやりたいことをはっきり持つことなんです。何をやりたいのか、何に

なりたいのかが分かれば、キャリアパスも明確になるんです。これは評価制度も明確に

することにもつながります。企業は各社員の目標達成を支援する環境を整備すればいい

のです。  

寺山 そうですね。会社を主語にして自分の人生を考えないことです。本来 WLB は会社

や役所が考えることではないはずですからね。どんなに縛られているように感じても、辞

表を出した瞬間にその糸は切れてしまうのですから。会社はどんなことがあってもその人

の面倒を一生見てくれる家族ではありません。生産性が落ちてしまった社員を一生懸命

かばったり、養ったり、守ったりはしてくれません。それは歴史が証明している。自分の売

り物は何か、どうやって社会に貢献してお金を稼ぐことができるのか、そういうことを考え

られる個人を育てることが、会社にとっても大事になるんでしょうね。  

倉重 そういった人たちが集まった会社のほうがパワーはありますから。  

寺山 たとえ今いる会社がダメになっても、能力があり、モチベーション高く、社会に貢献

できる人は、必ずその能力が生かされる場所が与えられるはずです。会社を外れたら何

の力も発揮できない、というところに自分を置いてはいけないと思うんです。  

倉重 従来とは違い、日本においても人材の流動性は高まっています。働く目的が従来

の労働力をお金に換えることから、能力をパフォーマンスに換えることに変わってきてい

るからだと思います。働く目的を、能力をパフォーマンスに換えることであると考える人は、

自己実現志向が強い。だから労務・業務管理ではなく、能力評価や能力開発を重視する、

目標選択ができるようにするなど、会社が変わらないといい人材がどんどん出てしまう方

向に向かっているんです。経営者は今が考え時です。  

寺山 我々の周囲でも、インターネットの世界でやっていけるという自信をつけた人は出

て行っています。会社が辞めてほしくない人から辞めるんですよ。社員に選ばれなくなれ

ば、会社はこれから先、続かないですよね。社員に選ばれる組織にする一番のポイント

はなんだと思われますか。  

倉重 やはり、ダイバシティマネジメントだと思います。トップはこれから本気で取り組まな

ければならないと思います。  

寺山 私も単一の価値観しか持っていない人間や組織はすごく弱いと思います。たとえば、

優秀な女性であればあるほど、産休を取られたら組織としてはやはり痛い。でも目先の

利益を追いかけるあまり、働く女性に結婚するな、子供を生むなといったとしたらどうでし

ょう。次世代の人口が減るため、長い目でみると会社の利益にさえならなくなってくる。単



 10

一の価値観で目先の利益だけを見て、それがすべてだといっている人は、会社の中でも

人生でも道を見誤ってしまうと思うんです。会社から一歩外に出ればまったく違う価値観

があるわけですから。倉重さんがおっしゃるとおり、いろんな価値観の人が会社にいれば、

会社は強くなると思います。  

寺山 実は一般的に「社員を大事にしている」イメージのある日本の会社より、外資のほ

うが人事の指標をちゃんと持っているんです。外資では従業員満足度調査を実施してい

る企業が多く、その結果が上司の評価につながっているんです。日本の会社はこれまで、

そういうことにまったく関心がなかったんですね。部下を満足させられないマネジャーは、

マネジャー自身の成果が上げられないだけでなく、下手すると部下を失ってしまう。そん

なマネジャーのところにいい人材を置くことはできません。こういう風に、人を大事にして

いなさそうに見える外資の方がちゃんと、人を見ていて、「人は財産です」といっている日

本の会社はまったく見ていなかったわけです。日本では情緒的な管理しかしてこなかった

と思いますね。  

倉重 日本は単に解雇しないだけなんですよ。米国企業はいらないと思った人材は確か

に解雇します。その一方で、働いている社員にはものすごく神経を使っています。日本の

企業のように解雇しないから、社員にとって暖かい会社というのは、正しい見方とはいえ

ないと思うんです。  

寺山 同感です。実際働いている人たちがいかに気持ちよく、かつ能力を発揮できるよう

な場所を提供しているかどうかが、本来企業の人に優しいことなんです。日本の会社の

場合、2 割ぐらいは飼い殺しになっている社員がいるといわれています。そのような生活

を続けていると、本来、能力のあった人でも使い物にならなくなる恐れがある。使えない

人材の拡大再生産につながりますからね。  

倉重 どこに行っても通用するように育てることが、本当は社員にとって最も暖かく感ずる

会社の取り組みだと思います。そういう人事制度を持っている会社は、発展していってい

ます。例えばリクルートや野村総研、かつての IBM のように。  

寺山 世間で人材輩出企業と呼ばれている企業ですね。ゼネラル・エレクトリックもそうで

すよね。  

倉重 人材を輩出している会社が、外に出ても通用する人材を育てている会社といえる

でしょう。当然、会社のパワーも強い。  

倉重 今は、モノとサービスが同時に提供されるソリューションが全盛になっています。モ

ノの品質は工場で決めたら安定しますが、サービスの品質は提供している人の能力とモ

チベーションで変わります。ソリューションを提供している会社は、社員の能力とモチベー

ションをいかに高い水準で維持するかと言うことが品質管理そのものにつながるのです。  

寺山 これまでの日本では、サービス業に携わる人のモチベーションはあまり高くなかっ

たような感じがします。だから品質も上がらない。  
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倉重 これからは社員のモチベーションをどう維持していくかということが、経営に課せら

れた大きな課題になってくると思います。それには人生が充実していて仕事も面白いから

やっている実感を社員に与えることが必要なんですね。だからこそ、WLB が非常に重要

な意味を持つのです。  

寺山 海外では一年のうち、10 カ月間必至で働き、残りの 2 カ月間を休みするという人も

珍しくありません。先のプロ野球のように、メリハリがあり、人生が充実しているからこそ、

モチベーション高く仕事ができるのだと思います。本当に充電していない人材はいざとな

ったら弱いと思います。というのも、何が役に立つかなんて分からないじゃないですか。私

は歴史の本や哲学の本が好きでよく読むのですが、たまにそれが仕事に役立つことがあ

るんです。目先のことに役立つことだけしかやらない人は、だんだん短視眼になってしま

いますからね。  

倉重 その通りです。WLBはまだまだ時短だと思っている経営者が結構います。まずはこ

の考えを改めさせるよう啓蒙していくことから、取り組むことではないでしょうか。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 12

１． はじめに （１）日本の労働生産性の国際的低さ 

 
●●  日本の労働生産性の国際的低さは、先進主要７ヶ国では最下位 
   
●●  業務プロセス（仕事のやり方）に問題あり！ 
 
･････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・ 
2006年 12月に発表された GDP労働生産性の統計によると、OECD（経済協力開発機
構）30カ国中第 19位、先進主要 7カ国中では最下位という結果でした。 
労働生産性の低さの背景には、ものづくり大国である日本の第二次産業の高度な生産プ

ロセスに比べ、第三次産業の生産性の低さが、全体的な生産性を押し下げていると考え

られます。ホワイトカラーは特定できないというものの、第三次産業の業務プロセスに

問題ありと指摘されています。ここでいう業務プロセスとは、簡単に定義すると「仕事

のやり方」です。 
 
日本企業の優れたものづくりやきめ細かなサービスを提供する力がホワイトカラーの

生産性には結びついていない実態をこのデータは暗示しています。   
                   

 
                    （財）社会経済生産性本部データより 
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この報告書では、次の流れでまとめています。 
 
◆ 「ホワイトカラーの生産性とは」を説明します。 

◆ 「ホワイトカラー」に焦点をあて、生産性、創造性を高めるには WLB は必要不

可欠な条件であると定義しました。 

◆ なぜ WLB の考え方が必要かを説明します。 

◆ WLB 推進の前提条件を明確にし、BPIA としての提言を行います。その中でも、

働き方に密接に関係ある企業の役割について詳述します。 
 

BPIAの論点を理解していただくために、付録として下記の資料他を添付しています。
併せてお読みください。 
 
◆ 日本の働く状況 

◆ 変革へのステップ 

◆ WLB 施策の検討 

◆ 具体的事例の考察 

◆ 仕事観の熟成の必要：企業と社員個人の課題 

◆ 情報化時代の企業のリスク管理 

◆ 誰のための有給休暇？ 

◆ 製造業主体から新しい産業へ（産業構造審議会レポート）他 
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１．はじめに （２）ホワイトカラーの生産性とは？ 

 
●●ホワイトカラーの生産性とは？ 
ホワイトカラーの生産性はモチベーションの高さによって実現される成果 

 
●●生産性を高める環境 
① 組織レベルでのコミュニケーションが活発 
② 人々の信頼感が強い 
③ 組織的に柔軟性に富む 
④ 人々は革新的で、常に新たなことに挑戦しようとする 
⑤ 帰属している組織へのコミットメントも高い 
 
･････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・ 

Ⅴクラスターの特徴
• 組織レベルでのコミュニケーションが活発。
• 人々の信頼感が強い。
• 組織的に柔軟性に富む。
• 人々は革新的で､常に新たなことに挑戦しようとする。
• 帰属している組織へのコミットメントも高い。

図表７： クラスターとサンプル属性

7.737.777.328.187.397.857.798.03オフィスアワー（時間）

4.494.504.044.724.624.624.304.72従業員数（1-6）

2.763.363.611.912.362.482.352.41役職（1-5）

3.093.403.632.362.922.942.732.97年齢（1-5）

4.064.704.264.004.003.773.733.66上記３つの平均

4.034.624.104.113.913.813.583.77
Q26 従業員モラー
ル

3.934.654.073.903.903.663.473.46Q10 情報交換度

4.234.824.624.004.203.834.143.74
Q6 アイディア創出
度

平
均

ⅤⅥⅣⅠⅡⅦⅢクラスター番号

「創造的オフィス環境」

ホワイトカラーの生産性を刺激するファクター 関西学院大学 総合政策学部
教授 古川靖洋先生

4月例会 （2004年4月20日）

効率性ではなく、有効性に焦点
を当てた生産性
・個人のアイデア創出度(Q６)
・他部門との情報交換度(Q10)
・従業員モラールの高さ(Q26)
以上の諸変数の値が高い場合、
生産性が高いと仮定。

本調査における生産性

この範疇（クラスター）が
仮定条件にもっとも近い

 

(2)ホワイトカラーの生産性 

関西学院大学・古川靖洋教授の論文「ホワイトカラーの生産性とオフィス環境」より 

 
古川先生は、オフィスで働く人を「ホワイトカラー」と定義し、オフィスにおけるホ

ワイトカラーの生産性についての調査を継続的に行ってきました。２００３年度、２０

０４年度の調査に加え、その結果の分析検討を踏まえ、基本的には過去二回実施したア
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ンケート内容を踏襲しつつ、さらにオフィス環境（ハード的な設えや什器）などの新た

な項目を追加し、２００５年に三回目の調査を実施したものです。 
 
当初は「オフィス環境と生産性には相関性があるかどうか、あるとしたらどうオフィ

ス環境を整備すべきか」が狙いでした。しかし、クラーク的な事務処理をこなすホワイ

トカラーとオフィス環境の相関性はある程度認められるものの、創造性を期待するホワ

イトカラーとは相関性はそれほど高くないとの結果が出ました。 
 
関西学院大学古川靖洋教授は慶応大学佐藤助教授の協力により㈱エフエム・ソリュー

ションと産学協働にてオフィス生産性に関する基礎調査を行いました。その分析から、

次のことが明らかになりました。 
 
この調査では、研究の前提となる「ホワイトカラーの生産性はモチベーションの高さ

に関連する」という仮説を証明するものでした。 
前提の仮説を証明するために広く多くの方へのアンケートを実施する必要があり、毎回

約５０００件のアンケート配布をビジネスマンに対して行いそのなかから７５０件か

ら１２００件の有効回答を得たものから分析したものです。 
 
① オフィスの生産性向上に直接関係すると考えられている３つの要因「社員の
アイデア創出度」「情報の交換度」「ワーカーのモチベーション」が確認でき

ました。また、これらの３項目についてそれぞれどんな因子が貢献している

のかをＱＡＱＦ分析（＝慶応義塾大学経営力評価グループによって開発され

た定性要因を定量的に分析する手法）により抽出し、三項目の要因の特性を

確認しています。 
 
② さらに①の３つの項目を元に因子分析をしたところ、組織に関する因子と個
人に関する因子がそれぞれ２つ抽出されました。このことにより、組織風土

や、個人の特性を数値で比較することができることとなりました。 
 

＜組織関連＞ 
「コミュニケーションと相互信頼」→この因子の得点が高いとお互いの信頼感が

高くコミュニケーションが活発と言えます。 
「組織の柔軟性」→この因子の得点が高いと組織の柔軟性が高く、低いと組織が

硬直化している傾向にあることを示しています。 
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＜個人関連＞ 
「革新性」→この因子の得点が高いと個人の革新性が高く自立した性格であり、

その逆は保守性が強く変化を好まない傾向にあると言えます。 
「組織への帰属性」→この因子の高いと所属する組織・企業などへのコミットメ

ントが高いことを表しています。 
 

これらの結果から組織について二軸で４象現、個人についても二軸、４象現に区分する

ことが出来ました。実際には調査対象となった該当する企業にこれら二種類４主成分の

うち、どんな項目が不足したり必要だったりするのか、さらに詳細の分析を行うことと

なります。４主成分全てに作用する施策を打つことも考えられますが、一口に個人の革

新性が不足しているといっても何で不足しているのかが分からないと施策は有効な手

段とはいえません。また、全ての施策を実施するとなると大変な努力を要することにも

なります。施策はなるべく集中して効果的に実施することが望ましいと言えます。 
 
 
ホワイトカラーの生産性は 
モチベーションの高さによって実現される成果です。 
 
例えば、ビジネスプロセス変革、プロジェクトマネジメント、システム設計な

ど、ホワイトカラーといわれるオフィスで働く人の成果は、その出来栄えや期

限内の完成、そしてその付加価値が次への能力、技術の蓄積になるなど、多面

的に評価する必要があります。 
モチベーションを高めるためには、「ホワイトカラーの能力開発や組織の柔軟性

の向上を促す施策がより重要であり、その上でオフィス環境の改善が寄与する」

がこの研究成果の骨子です。そして成果をあげている環境には次の要素がある

ことがわかります。 
 
①組織レベルでのコミュニケーションが活発 
②人々の信頼感が強い 
③組織的に柔軟性に富む 
④人々は革新的で、常に新たなことに挑戦しようとする 
⑤帰属している組織へのコミットメントも高い 
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２． ホワイトカラーの生産性になぜ WLB が必要か？ 

      （１）グローバル・ポジショニング 

 

●●グローバル・ポジショニング 

・“ジャパン インサイド “ 

・サービス産業にイノベーションを  

・ダイバシティ  

 

●●人的資源の移動   

  ・ キャリアアップの自己努力と自己実現  

・ 自立した人材育成 

・ 多様な働き方選択 
･････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・ 
 
ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ） 
老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動に

ついて、自ら希望するバランスで展開できる状態（男女共同参画会議 仕事と生活

の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門調査会【「ワーク・ライフ・バ

ランス」推進の基本的方向報告】）。 
 
 
（１）グローバル・ポジションニング 
 本研究会は、他の国との競争の中で豊かさのポジションを維持発展させる基盤として、

WLB を具体的に考えるべき時がきたと考えています。つまりグローバル・ポジションニ

ング的視点でこれからの働き方と生き方を考えていくべきではないかと考えます。 

 

 創造性の向上で重要なのは、組織の中で多様な人材と外部からの多彩な刺激得られる

という環境があるということです。しかし現状では、多くの社員が毎日同じことの繰り

返しや受動的な仕事で時間に追われているのではないでしょうか。 
 
歴史の流れを見ると、単なるモノツクリは次の新興国の出番なのです。需要はアフリ

カ、中近東などさらに拡大していくでしょう。それを支えるのは新興国であって、日本

ではありません。日本の役割は前の章でも述べたように、モノツクリなら「日本ならで

はの高い技術の基盤産業」でしょう。「ジャパン インサイド」です。 
 しかし、もっと大きな市場となるのはサービス産業です。これには、今までとちがっ
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た人材開発、育成のプロセスが必要です。新たなイノベーションを数多く生み出してい

く必要があります。それには金太郎飴的な人材開発ではなく、異分野間の知識共有や大

学と企業の産学連携による新事業創出などで、ニュービジネスを活性化する仕組を作っ

ていかなければなりません。ビジネスプロセス・イノベーションが欠かせません。 
 
 人材もこれまでの大学や高校卒の新規雇用、社内育成に頼るだけでは不十分です。少

子高齢化はさらに進み、2050年の 20歳代の若者は、現在の半分の数しかいないと予測
されています。若者だけに、日本の未来を頼ってはいられないのです。結婚育児で家庭

に入ってしまう女性を何とか引きとめ、仕事を続けてもらう、子供を何人持っても仕事

を続けられる環境を整備する。60 歳で現役引退などとも言ってられません。この人た
ちも働けるだけ働いてもらわなければ、日本経済は成り立たないのです。そしてさらに

重要なのは金太郎飴的な日本人だけの同質性を、ダイバシティによって外人も含めた多

種多様な人材を活用して変えていく必要もあります。これからの創造性が重要視される

世界には、異質な考えや行動が起爆剤になると信じます。 
 
 このような産業構造・雇用構造の変革は、成長する分野に人的資源を移動させていく

ことが求められます。製造ラインで働いていた熟練工は、コンピュータの熟練ではない

ですから、再教育が必要です。医療分野や旅行などアミューズメント分野には旺盛なサ

ービスマインドが必要です。これまで働いていた分野からシフトしていく、転職も必要

でしょうし、それに応えられるだけのキャリアアップのための専門技術習得や自己啓発

の努力も欠かせません。 
 
 国として、企業として、成長分野シフトが容易になる環境整備が必要です。 
◎ 個人の能力開発促進 
◎ 能力・成果主義の普及 
◎ 多様な雇用形態 

 
これまでの長期雇用を前提とした雇用システムから、個人が自己責任で多様な働き方

を選択できる、自立した人材を育成していくことが必要です。また個人個人も「寄らば

大樹の陰」から脱却していく技術を身につけ、学習する気構えが求められる時代になる

でしょう。 
 
ワーク・ライフ・バランスの思想は、新たな働き方による、より生産性的かつモチベ

ーションを高い「労働意欲」とより豊かな「個人生活」を実現する基盤になりうると考

えました。 
 



 19

２．ホワイトカラーの生産性になぜ WLB が必要か？ 

（２）予想される具体的な効果 

         

●●予想される具体的な効果  
・産業構造転換がスムーズに進む  

 ・自立してセルフコントロールの働き方が身につく  

  ・高品質なクオリティライフが実現  

 ・地方の活性化   

  ・海外に対して新しい価値の提供  

 ・リスクマネジメント（ＢＣＰ）の観点で、システムが進化  

・世代を引き継ぐ教育的な効果  

・サスティナブル社会への貢献 
･････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
ＷＬＢの定着により、下記のような具体的な効果をあげることができます。 
 
① 産業構造転換がスムーズに進むようになる 
 ＷＬＢが定着することにより、転職などが容易になるチャンスが増えます。働き方
の多様性が認められ、いろいろな体験・学習の機会が増え、就業内容をスムーズに

転換することができます。産業構造が転換するときに最大のネックは従業員の意識

とスキルです。古いスキルのまま、新しい仕事に就業することはできません。モノ

づくり産業から情報産業への転換は必然です。また、少子高齢化も当然のこととし

て進展します。女性と高齢者の労働力は必要となります。その時、ＷＬＢの施策が

能力開発や多様な雇用形態を支えることとなります。 
 
② 自立してセルフコントロールの働き方が身につく 
 ＷＬＢの定着により、自らの仕事の管理習慣が身に付きます。同時にライフの面で
も自己管理的な能力が育ちます。従って、自立してセルフコントロールの働き方が

身につくこととなります。終身雇用を前提とした雇用形態から転職自由の雇用が当

たり前となってきています。その時、自らが、自立してキャリアアップしていくこ

とが必要になります。ＷＬＢ施策により、セルフコントロールができる人材が育つ

こととなります。 
 
③ 高品質なクオリティライフが実現できる（消費促進による経済の活性化） 
 ＷＬＢの定着は、個人の積極的な「場」の利用が行われます。生活面での充実は、
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高品質なクオリティライフにつながります。その結果、消費が促進され経済は活性

化します。 
 
④ 地域の活性化に繋がる 
 これからの日本の繁栄を維持するには、地域の活性化は欠かせません。首都圏や大
都市のみが経済的に発展しても地方の空洞化が進めば、日本の繁栄は継続できませ

ん。日本総研の寺島実郎理事長は、「２地域居住」と言う形で、都市部のビジネスマ

ンが田舎にも一定期間居住すると言うことを提唱しています。ＷＬＢの施策により、

そのような提案が実施可能となり、地域活性化に貢献できる状況ができます。 
 
⑤ 海外に対して新しい価値の提供ができる 
 「場」の利用の実践と成果の検証により、付加価値が創造されます。日本的なもの
と合わせて、海外にも通用する新しい価値を生み出すことが可能となります。日本

的なプロフェッショナルは“カイゼン”や“たくみ”の世界でした。それらの生ま

れる土壌は、集団でやりがいをもつことが前提となっています。“般若心経”では、

個の中に全体があるとの考えを言っています。全体から離れた個は存在しないとい

うことです。ＷＬＢが定着したとき、自律した個人ができることとなります。しか

し、個人がバラバラでなく、個人が全体を取り込んだ状態となり、ライフのため仕

事の場から去った人がいても、相互に補い合う現象が起きます。このようなパワー

は、カイゼンやたくみを超えたアンティテーゼを意味します。新しい価値観として

世界中に通用するものが生まれてくると考えます。「出現する未来」の著者の一人、

ピーターセンゲ氏は、そのような日本的な発想を評価して地球の未来を考えていま

す。 
 
⑥ リスクマネジメント（又はＢＣＰ）の観点でも、システムが進化する 
 ＷＬＢの定着で、多様な働く環境を個人が渡り歩くことになります。個人と組織の
考え方が合わなくなったとき、個人は組織を去っていくことになります。そうなる

と組織は情報漏えいなど起きないよう防衛することとなります。自らの維持発展を

求めて情報などのセキュリティを充実することになります。また、ＷＬＢの定着に

より、テレワークなどの働き方が当たり前となります。その場合も多様なアクセス

から身を守るため、組織は情報のセキュリティなどシステムの進化をさせます。 
 また、企業の立場でのリスクマネジメントは、ＢＣＰといわれる概念になりますが、
災害や危機的な事件に対処する以上に中心人物のモチベーションを維持していくこ

とが最重要なこととなります。中心人物が組織を去っていかないようにするには、

ＷＬＢの施策が最も重要な施策となります。 
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⑦ 世代を引き継ぐ教育的な効果が期待できる 
 ＷＬＢの定着により仕事と生活の距離が短くなります。子供の教育環境にもビジネ
ス的な親の発想が取り入れられ、影響を与えます。また、逆にＷＬＢ施策により親

のライフ環境が増え、考え方を変化させる要因となります。そのことによって、次

世代に引き継ぐ教育的な効果になると期待されます。２００６年８月１２日の日本

経済新聞の前世銀副総裁の西水美枝子さんの記事は、1つの好事例です。 「“残業
は生産性が低い証拠”と、夫が、仕事中毒気味だった私に示した結婚の条件は、退

社時刻６時。約束は厳守したが、例外があった。感謝祭の前日やクリスマスイブと

大晦日には、沈没寸前の船長だと夫に笑われながら職場を見回った。さびそうに残

る部下を見つけると、もう帰ったらと話しかける。私生活が不幸では、よい仕事が

できない。心底そう信じたから。ある小学生にそれを教わった。元気がなくなった

部下に理由を聞くと、息子の成績が下がり、海外出張のたびに寝小便をすると言う。

勘で“出張へ連れていったらいい”と補助金を出した。忘れたころ、その子から“出

張報告”が届いた。“母が飛行機で飛び立った後のことがわかってうれしい。母はイ

ンドの貧しい人を助けている。僕みたいな子が学校へ行けるように立派な仕事をし

ている。母を誇りに思う。僕も母のようになりたいから一生懸命勉強します。”幼い

文字をたどりながら、あふれる涙がとまらなかった。もちろん、おねしょはぴたり

と止まり、成績は親子そろってうなぎのぼり。部下に明るい笑顔が戻った。恥ずか

しかった。人は職場でも家庭でも同じ人間。どちらかで不幸せならもう一方に響く。

こんな簡単なことが分かっていなかった。（中略）部下の家庭を対象に、人間として

の幸せを考えるようになった。」 
 
⑧ 環境問題の改善に貢献する（サスティナブル社会への貢献） 
 ＷＬＢの定着は、例えば、企業の中で起こっているムダな時間外労働の減少があげ
られます。その場合電気の使用量の減少などにも繋がります。また、それ以上にＷ

ＬＢの定着により、一人ひとりの意識が環境問題について考えるようになることが

あげられます。意識が変わることによる効果は、生活や仕事のあらゆる面で現れ、

大きな効果が出るようになると考えられます。 
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３．提言 

～「日本の企業風土を前提としたワークライフバランスの進め方」 

 
●●国、企業、個人 三位一体の取組が必要 
  
●●企業への提言 
１．世の中の変化に即したビジネスモデルの転換 
２．ダイバシティの推進 
３．働く人を育てる人事の仕組み構築 
４．業務プロセス見直し 
５．働きやすい職場／ワークスタイルの追究 
･････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・ 
 

私たちは、「日本の企業風土を前提としたワーク・ライフ・バランスの進め方」を 

提言します。 そのプロセスを次のように考えます。  

 

① ホワイトカラー全体のレベルアップが個人、企業、国にとって急務であり、この

環境を整備すべきです。 

② 会社人間から脱却し、自立した人間への成長が鍵となります。 

 「人財（Human capital）」育成です。レベルアップした“人財”が、チームとい

う集団で、各人の特色を発揮して、力を合せて課題を仕上げていくことが、日本

人の仕事のやり方です。WLB はこのプロセスを進化させるベースになります。 

③ そしてこの人財は帰属企業に貢献することが望ましいと考えます。 

④ しかしその枠では収まらない人を吸収する労働市場の充実と、転職を許容する労働環

境も整備する必要があります。 

⑤ 「ついていけない人」を保護する社会としてのセーフティネットも整備する必要

があります。これまでのようにすべての社員を企業が終身雇用する労働環境から、

人財を企業で伸ばし、落伍者は社会全体が引き受ける仕組みが必要でしょう。 

 

WLB を進めていくには、企業･個人･国三位一体の取組みが必要です。国と個人がやるべき

ことについては、下記の表にまとめました。産業界、特に企業は「働き方」に密接な関係

があり、働く人にとってもっとも比重の高い企業が取り組むべき課題を詳述し、BPIA の「企

業への提言」といたします。 

 
日本におけるワーク･ライフ･バランスの考察と提言（国、企業、個人がやるべきこと） 
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 産業構造の変革 自立した人材育成 「働く慣習」変革 

国 

（政府） 

◆転換教育＆補助    

◆セーフティネット 

◆グローバル視点の教育制

度   

◆労働基準法遵守（残業・休暇）

◆労働基準法弾力的運用 

産業界 

(企業) 

◆終身雇用見直し    ◆多様な雇用システム  

◆ダイバシティ      

◆有給休暇消化プログラム   

◆多様な働く場提供 

国民 

（個人） 

◆語学能力強化 ◆「寄らば大樹の陰」意識脱

却    

◆「村八分・周りを気にする」

意識打破 

 価値ある生き方 地方の活性化 リスクマネジメント 

国 

（政府） 

◆次世代育成支援法推

進       

◆二地域居住推進      ◆勤務時間短縮（省エネ）   

◆地方移転促進（環境、災害）

産業界 

(企業) 

◆多様な働き方導入   ◆柔軟な勤務制度、勤務場所 ◆世界を嗅ぎ取る嗅覚     

◆社員を信頼する  

国民 

（個人） 

◆地域活動への参加   ◆田舎暮らし、ニ地域居住  ◆コミュニケーション/ネット

ワーク 

 

この表は、問題提起、変革プロセス、WLB の役割などの観点から、BPIA としての提言

を、その項目ごとにまとめたものです。詳しい内容は、付録も参照してください。 

 

国・行政に対しては、WLB に関連する法律・制度をさらに整備するとともに、厳格運

用や場合によっては柔軟対応など、フレキシビリティを求めています。また地方活性化

や環境問題の改善に WLB 推進が役立つことをわれわれは主張し、その促進策をリードし

ていただきたいとも提言します。 

 

WLB を享受する国民・働く人には、基本的には意識改革を求め、自らをレベルアップ

していくための自己啓発を自主的に考えていただきたいと要求します。また視野の広い

人間形成のために、会社を超えた活動に参加し、ネットワークを広げ、グローバルな視

点で物事を見れる人財に成長されることを期待しています。 

 

産業界については、「企業への提言」として 5 項目にまとめました。 特に中堅以上

の規模の企業においては、取組みを加速させ、WLB の推進ひいてはホワイトカラーの生

産性向上につなげていく必要があります。 
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企業への提言 （１）世の中の変化に即したビジネスモデルへ転換 

  
 
●●真に豊かな会社（＆社会）とは何かの追求 
  ・短期的な数値にとらわれないビジョンの設定と施策の具体化 
  ・右肩上がりだけを前提とした経営姿勢の転換 
  ・規模から質への転換 
  ・「社員を信頼し、大切にする」経営の実践 
  ・オープンな企業風土の醸成 
 
●●付加価値の高いビジネスの追求 
  ・「世界を嗅ぎ取る」グローバルスタンス 
  ・独自性のあるビジネスモデル、コアビジネスの確立 
・効率にとらわれない独創的、革新的な価値の見出し 

 
 これまでの企業は、売り上げを増やし、利益を最大限にすることが至上命題でした。

会社としては、そうなって欲しいのは当然です。しかし最近は、企業の社会的責任が強

調されるようになりました。利益だけでなく、環境や、コンプライアンスをベースにす

る経営をして、社会に貢献することが企業の責任と言われています。それには、成功企

業の例で紹介したように、まず「社員を信頼し、大切にするオープンな企業風土」を作

ることが必要です。「人財」が、より重要な時代になったのです。そこで働く人の働き

甲斐を高め、企業のブランディングも守れます。そのような環境の中で、社員は伸び伸

びと自らの力を発揮でき、創造性も培われていきます。 継続的に利益を上げるために

は、どの会社にも負けない、製品やサービスを世の中に提供していかなければなりませ

ん。国内市場だけでなく、世界に通用する製品やサービスが繁栄には欠かせません。IT
ネットワークの普及で物理的にもソフト的にも国境の壁は一部を除いては薄くなりま

した。 
 
 「規模の経済性」から、独創的かつ革新的な価値ある製品・サービスの「質の経済性」

を求める時代です。そのためには、海を越えた協働による価値向上も必要です。これま

での日本企業は大量消費に支えられた大量生産の効率性を追求していましたが、これか

らは創造性あふれるユニークさに価値があります。多様な人材による多様なアイデアが

求められます。「世界を嗅ぎ取る」感覚を経営者は常に持つ必要があり、同時に世界の

共用語である英語は少なくとも社員全体に普及させる教育や研修も求められます。 
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企業への提言 （２）ダイバシティの推進 

 
 ●●意識構造を変える 

  ・同質性からの脱却/異質を尊重する 

  ・出る杭から創造性は育つ 

 

 ●●育児女性、障害者、高齢者の活用 

  ・別な視点から意見、アイデアが役立つ 

 

 ●●外国人によるカルチャショック 

  ・グローバルポジショニングには欠かせない 

  ・生産性重視のワークスタイル 

・カルチャショック療法も有効 
 
新しい時代の企業にとって、「さまざまな人による、さまざまな発想で、さまざまな

企画」が生まれ、それが実現することは、会社が成長し続ける原動力になります。 
日本でWLB推進の主な対象は、育児の女性です。有能な女性が、子育てのためにそれ
まで蓄積した経験やノウハウを捨ててしまうのは会社にとっても損失です。WLB施策
で、育児をしながら働き続けてもらうことは、会社べったりの生活から、別な視点で仕

事を考える環境も追加され、貴重なアイデアも出てきます。高齢者、障害を持つ人もし

かりです。健常者では決してわからない問題点を指摘できるのもこの人たちです。異な

る視点からの意見、アイデアは重要です。 
 
グローバルポジショニングがこれからの企業には欠かせません。これまでの日本だけ

を市場にしていては、衰退していきます。外国からの労働力を積極的に取り込み、日本

人だけの世界に風穴を開けなければなりません。WLB推進には、いちばん効果的だと
思います。日本人だけの世界では、常識と思っていることが彼らにとっては非常識とい

うことは多々あります。なぜ休暇をとるのにオドオドするの？など。オランダから来た

インターンシップの学生の話でなるほどと思ったことがあります。「ある問題点を指摘

し、改善提案を、それにいちばん関係ある部署の課長に直接したら、所属の課長を通し

てやってほしいと言われた。なんでこんなやり方を日本人はするのか？オランダでは該

当部署に誰でも提案できる」まさに階層型の組織の弊害が生産性を落としているのです。

ダイバシティとは異質な考えを尊重しつつ、現状を改革していく有効な手段になりうる

のです。 
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企業への提言 （３）働く人を育てる人事の仕組み構築 

 
 ●●新しい働き方に対応する成果・評価指標の開発   
  ・客観性の高い判定プロセスの導入および実践教育 
   ・ワークスタイルにとらわれない成果の判断基準 
   ・管理者教育の徹底、コミュニケーション力の強化 
 
 ●●プロフェッショナルの育成 
   ・終身雇用制度の見直し 
  ・グローバルに通用する人材育成 
  ・専門職の若手育成と適正評価 
  ・専門性の高い高齢人材の積極活用 
  ・自立できる人材育成プログラム 
 
 ●●次世代育成支援法・労働基準法の遵守、 
  ・「働く人」積極的支援可能な人事制度 
 

BPIAの主張するワーク・ライフ・バランスは、「ホワイトカラーの生産性・創造性 
を高めるには、WLB思想を企業に普及させるべき」という考え方です。これまでの働
き方を変えようと言っています。ということは、人事管理の仕組みにもメスを入れなけ

ればなりません。「専門性のある自立した人材」かつ「グローバルに通用する人材」育

成が Key となります。そして若手だけでなく、高齢者、女性、外国人、障害者など多
様な人材を活用し、多様な働き方をサポートする仕組みを作らなければなりません。会

社に必要な人材は長く勤めてもらいたいのは当然ですが、これまでの社会保障を肩代わ

りしているような終身雇用制度とは決別し、他で能力をもっと発揮できると思う人は自

由に会社を去ることができる環境も整備する必要があります。去った人でも、会社にと

って必要な人材は、再び戻ってこれる仕組みも必要になるでしょう。 
単なる成果主義での人事評価はうまくいかないことも歴史が証明しています。在宅勤

務やテレワークなど、オフィスから離れて働くワークスタイルの人も、客観的に評価で

きる制度を考え、成果だけでなく、その人の熟成レベルや年功も加味した仕組みを作る

必要があります。またそれをきちんと判断、評価するための管理者教育も充実させなけ

ればなりません。また残業を前提とするような仕事のやりかた、人員配置、休暇をとる

ことをためらわせるような風潮や人事評価への反映など、悪しき労働慣習を断ち切り、

健全な「働く環境」を整備することは喫緊の課題です。 
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企業への提言（４）業務プロセスの見直し 

 

 ●●IT を積極的に活用 

  ・ビジネスプロセス改革 

  ・“IT＝オフィス”と認識せよ 

  ・自律的に働き、自己実現を図る 

 

 ●●人員代替を考慮したプロセスと要員の確保 

  ・多様な人材による、多様な働き方の許容 

 

 ●●付加価値創造を重視したプロセスへの転換 

  ・Working habits の打破と行動 
   
多様な人材の多様な働き方を、「さまざまな人が、自分の好きな働き方」でやること

がワーク･ライフ･バランスではありません。「自立できる能力を身につけた人が、会社

のルールを守り、許容される範囲で学習やライフを楽しみながら、自律的に働き、自己

実現を図ると同時に会社の業績に貢献する」ことが、ワーク･ライフ･バランスです。こ

のためには、これまでの仕事のプロセスを見直す必要も生じます。きちんと作業手順を

整備し、誰がやっても同じ仕上がりができるよう教育する必要もあります。IT ネット
ワークなどで、離れたところでやっている作業を連関させるには、コミュニケーション

のとり方やつなぎ方など、ビジネスプロセスを変える必要があるかもしれません。BPR
を実現する良い機会です。 

 
多様な働き方、生活を促進することは、産休や休暇でいない人が常に発生することを

前提に考えなければなりません。そのときの代替要員やプロセスの変更など、これまで

とはちがった発想（ギリギリではなく余裕人員を考慮）も必要となるでしょう。「コス

ト高になる」と言うのはWLBを理解していない経営者です。必要な休息と家庭への配
慮は、会社への帰属意識を高め、付加価値を会社に創造してくれることは、実践例の企

業が証明しています。これまでの慣習を打破し、社員の視点に立ったビジネスプロセス

を構築することが結果的には会社も社員も幸せになります。「この会社に働くことが楽

しい」と思わせることが重要なのです。 
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企業への提言（５）働きやすい職場／ワークスタイルの追究                          

 
 ●●オフィスを経営改革の場として位置づける 
  ・通勤時間等の緩和抑制、最適な場所での作業 
  ・効率とリスクを考慮したワークプレイスの構築 
 
 ●●画一的で効率のみを追求したオフィスからの脱却 
  ・多様な働き方が実現できるワークプレイス 
 
 ●●創造性を発揮できる場、仕事をしやすい場の提供 
・時間管理から仕事管理へ 
 
ワーク･ライフ･バランスだからと言って、みんながみんな在宅勤務やテレワークでオ

フィスに来ないというわけではありません。大半はこれまで同様、オフィスで働く時間

が圧倒的に多いでしょう。働き方を日によって、時間によって選べるフレキシビリティ

がWLBにはあると言う方が適切でしょう。 外資系や日本企業で社長を勤められた倉
重英樹 BPIA 会長は、オフィスについてこう述べています。 「会社経営でいちばん
重要なのは人、Human Capitalである。社員のモチベーションを高める要素として、オフ
ィスは大切な役割を持っている。自分のオフィスを友達や家族に自慢でき、“見に来て”と

言ってくれたら、その社員はそこで働くことに喜びを感じ、会社への帰属意識も高まって

いる証拠だ。経営改革の中で、それまでのやり方を変える必要に迫られたとき、オフィス

移転やレイアウトチェンジのタイミングで、働き方などビジネスプロセス変革にチャレン

ジするのが、もっとも効果的だ」 
 
オフィスは単なる仕事の場所ではありません。一日の少なくとも３分の１を過ごす生

活の場所になっている人も多いでしょう。そのオフィスを経営改革のツールに使うこと

はWLB推進の観点からも、とても重要なことなのです。 古川先生の「ホワイトカラ
ーの生産性」研究では、「働くモチベーション向上の絶対条件ではないが、必要条件」

とも言っています。 
 
 

 


